
37.8

7.4

6.1

8.0

15.0 50.2

32.0

70.4

55.4

46.9

6.8

22.2

46.9

56.0

34.4

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分説明ができる又はしている 尋ねられたら説明できる又はしている

この制度をよく知らない 無回答

0.4

地域包括支援
センター(n=147)

高齢福祉主管課
(n=25)

指定相談支援
事業者(n=74)

全体(n=273)

障害福祉主管課
(n=27)

66.2

70.4

5.4

8.0

28.6 49.1

40.0

25.9

33.8

62.6

3.7

31.3

48.0

21.6

4.0

0.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分説明ができる又はしている 尋ねられたら説明できる又はしている

この制度をよく知らない 無回答

地域包括支援
センター(n=147)

高齢福祉主管課
(n=25)

指定相談支援
事業者(n=74)

全体(n=273)

障害福祉主管課
(n=27)

調査概要

(1)調査目的
若年性認知症の本人・家族が相談に訪れることが予想される区市町村窓口・事業所を対
象に、相談の実施状況等を調査することにより、都における若年性認知症への支援に向け
た施策の検討の基礎資料とする。

(2)調査対象
若年性認知症の本人・家族の相談窓口として考えられる、以下の都内の部署・事業所
６７１か所（平成２１年６月１日現在）のうち、無作為抽出した３０３か所
ア 区市町村高齢福祉主管（認知症支援担当）課
イ 介護保険法に基づく地域包括支援センター
ウ 区市町村障害福祉主管課
エ 障害者自立支援法に基づく指定相談支援事業者

(４)調査方法
自記入式による郵送による

(５)調査期間
平成２１年７月から同年８月まで

(６)回収状況
◇回収数 ２７３か所
◇回収率 ９０．１％

若年性認知症に関する区市町村相談窓口調査の概要
参考資料1

■ 若年性認知症（疑いも含む。）に
ついての相談の有無

■ 若年性認知症の相談・受診の可能
な近隣医療機関の紹介の可否

■ 若年性認知症の人が利用可能な支援制度の説明の程度
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25.9

61.2

60.0

47.3 46.9

36.0

31.3

66.7

74.3
1.4

7.4

4.8

6.1

4.0

1.1

1.4

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 不明 無回答

地域包括支援
センター(n=147)

高齢福祉主管課
(n=25)

指定相談支援
事業者(n=74)

全体(n=273)

障害福祉主管課
(n=27)

60.8

37.0

90.5

84.0

76.6 22.0

12.0

59.3

39.2

8.2

3.7

1.4

4.0

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できる できない 無回答

地域包括支援
センター(n=147)

高齢福祉主管課
(n=25)

指定相談支援
事業者(n=74)

全体(n=273)

障害福祉主管課
(n=27)

A 介護保険サービス（介護保険法） B 障害福祉サービス（障害者自立支援法）

調査結果（抜粋）

(３)調査項目
下記「調査結果（抜粋）」に掲載さ
れていない調査項目は、右図のとおり

【窓口種別の内訳】

53.8%
27 9.9%

全体

地域包括支援センター
高齢福祉主管課

障害福祉主管課
指定相談支援事業者 74 27.1%

割合
273 100%

25 9.2%

回収数

147

E 障害基礎年金（国民年金法） G 自立支援医療(精神通院医療)(障害者自立支援法)

H 精神障害者保健福祉手帳（精神保健福祉法） I 成年後見制度(民法、任意後見契約に関する法律)

65.6

80.0

93.2

11.1

25.7 58.1

74.1

28.2

16.0

6.8

5.9

4.0

11.1

16.2%

0.4

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分説明ができる又はしている 尋ねられたら説明できる又はしている

この制度をよく知らない 無回答

地域包括支援
センター(n=147)

高齢福祉主管課
(n=25)

指定相談支援
事業者(n=74)

全体(n=273)

障害福祉主管課
(n=27)

44.6

51.9

6.8

16.0

22.3 43.2

28.0

37.0

43.2

46.9

12.2

11.1

45.6

52.0

33.7

4.0

0.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分説明ができる又はしている 尋ねられたら説明できる又はしている

この制度をよく知らない 無回答

地域包括支援
センター(n=147)

高齢福祉主管課
(n=25)

指定相談支援
事業者(n=74)

全体(n=273)

障害福祉主管課
(n=27)

43.2

37.0

8.2

16.0

21.2 47.6

36.0

48.1

44.6

51.0

12.2

14.8

40.8

44.0

30.8

4.0

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分説明ができる又はしている 尋ねられたら説明できる又はしている

この制度をよく知らない 無回答

地域包括支援
センター(n=147)

高齢福祉主管課
(n=25)

指定相談支援
事業者(n=74)

全体(n=273)

障害福祉主管課
(n=27)

12.2

7.4

57.8

48.0

39.6 53.1

36.0

66.7

79.7

40.1

6.8

25.9

2.0

16.0

7.0

1.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分説明ができる又はしている 尋ねられたら説明できる又はしている

この制度をよく知らない 無回答

地域包括支援
センター(n=147)

高齢福祉主管課
(n=25)

指定相談支援
事業者(n=74)

全体(n=273)

障害福祉主管課
(n=27)

■ 若年性認知症の人が利用可能な支援制度の説明の程度
C 地域生活支援事業（障害者自立支援法）
D 職業リハビリテーション（障害者雇用促進法）
F 障害厚生年金（厚生年金法）
J 日常生活自立支援（福祉サービス利用援助）事業
（社会福祉法）

K 生活保護制度（生活保護法）


